
1 

 

「江東区納税課 納付案内等業務委託」公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

この実施要領は、江東区特別区民税・都民税・森林環境税及び軽自動車税（種別割）（以下

「住民税等」という。）の納付案内等業務委託事業者を公募型プロポーザル方式で選定する手

続きについて、必要な事項を定めるものとする。 

 

２ プロポーザル実施の趣旨 

本区では近年、進歩したＩＴの柔軟な活用と社会全体のデジタル化を推進するために収納

チャネルを増やし、また、滞納整理を積極的に行い、自主納付の定着を図り、収納率も高く

維持している。今後も住民税等の滞納について、納税者の公平性の観点から、納期内納税の

促進及び累積滞納の未然防止に努め、更に質の高い住民サービスの提供として、状況に応じ

た収納対策について迅速に対応することが求められている。 

現在は、滞納者に対し、架電と訪問による納付案内業務及び滞納整理等補助事務業務を民

間事業者へ委託している。今後は、更に民間事業者の用いる高度なノウハウを活かし、収納

率の向上と債権回収及び事務の効率化を図るべく、高いレベルで業務遂行できる事業者を選

定するため、公募型プロポーザル方式を実施する。 

 

３ 件名 

 江東区納税課 納付案内等業務委託 

 

４ 業務内容 

（１） 納付案内センター業務（架電） 

（２） 納付案内センター業務（訪問） 

（３） 補助事務業務 

 

５ 業務概要 

 別紙１『仕様書』の通り。また、令和５年度の業務実績については、別紙２の通り。 

 

６ 履行場所 

 江東区東陽四丁目１１番２８号 江東区役所５階納税課執務室内（別紙３）及び担当地域 

 

７ 履行期間 

令和７年４月１日から令和８年３月３１日までとする。但し、履行状況が良好かつ仕様に

変更が無い場合は、２か年度に限り、契約を更新することができる。なお、令和８年１月か

ら、現行のシステムに代わり標準準拠システムに移行予定であり、そのことに伴い業務フロ

ーの見直しが必要となる場合がある。 
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８ 委託上限金額 

    ６６，３６０，７２７円（税込：年額） 

※ 但し、委託上限金額は現時点での見込み額であり、令和７年度当初予算の編成状況によ

り、金額の変更又は契約の中止となる場合がある。それに伴い、応募者または受託候補

者に損害が生じた場合であっても、本区はその損害の一切を負担しない。 

※ 令和７年度予算額が委託上限金額よりも減少した場合、事業者選定後、契約前に区担当

者と事業実施内容について協議し、決定する。 

※ 次年度以降委託が継続となった場合、委託金額は初年度の金額を上限とする。 

 

９ 参加者の資格要件 

本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件をすべて満たしている者とする。 

（１） 本区における競争入札参加資格を有している登録事業者であること。（東京都電子自

治体共同運営「電子調達サービス」による。） 

（２） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこ

と。 

（３） 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをした者で

あっては再生計画の認可がなされていない者、会社更生法（平成１４年法律第１５４

号）に基づく更生手続開始の申立てをした者にあっては更生計画の認可がなされてい

ない者でないこと。 

（４） 東京都内に本社または営業所等を有していること。 

（５） 自治体において、架電又は訪問による住民税や介護・国民健康保険料、これと類似す

る公債権の納付案内業務等の受託実績が引続き３年以上あること。（令和７年３月末

時点） 

（６） 一般財団法人日本情報経済社会推進協会指定の「ＩＳＭＳ」適合制度の認証、又は「プ

ライバシーマーク」を取得していること。 

（７） 江東区競争入札参加有資格者指名停止措置要綱（２７江総経第３２８１号）による指

名停止を受けていないこと。 

（８） 宗教活動や政治活動を主たる目的とする法人等でないこと。 

（９） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員の統制下にある法人等では

ないこと。 

（１０）探偵業の届出、又は訪問調査の実績があり、探偵業の届出をする意志のあること。 

 

１０ 再委託の禁止 

受託者は、業務の全部又は一部を第三者に委託してはならない。 

 

１１ 実施要領についての質問 

（１）質問方法 

令和７年１月８日（水）午後５時までに、質問書（様式８）により行うものとし、メ
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ールにて提出すること。電話又は窓口による質疑は不可とする。 

【提出先メールアドレス】shunou-k@city.koto.lg.jp 

（２）回答方法  

受け付けた質問内容全件の回答について、令和７年１月１５日（水）に江東区ホーム

ページ（https://www.city.koto.lg.jp/060606/kurashi/zekin/nofu/20181102.html）で

公表する。なお、個別の回答は行わない。 

 

１２ 提出書類 

（１）企画提案書等提出書類 

本プロポーザルを希望する事業者は、以下の書類を提出すること。但し、様式１、様式

６及び様式９を提出する場合の押印は、実印を使用すること。 

① 参加表明書（様式１） 

② 事業者概要書（様式２）及びその他創立からの沿革、組織、用務業務を受託している部

署、従業員数等が分かる事業案内・パンフレット等 

③ 法人登記事項証明書又は登記簿謄本（原本） 

④ 定款またはこれに代わるもの 

⑤ 直近３年分の財務諸表（貸借対照表及び損益計算書等） 

⑥ 経済産業省のウェブサイトにおいて公開されているローカルベンチマークツールを用

いて作成した財務分析結果 

（https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/sangyokinyu/locaben/） 

⑦ 直近３年分の法人税、法人事業税、法人住民税及び消費税の納税証明書（原本） 

※ 発行日から３か月以内のもの。 

⑧ 情報セキュリティに関する認証書（プライバシーマーク登録証等）の写し 

⑨ 企画提案書（様式３・４） 

※ 詳しくは「１３ 企画提案書作成における留意事項」を参照すること。 

⑩ 業務実績書（様式５） 

※ 「９ 参加者の資格要件（５）」の実績を記載すること。 

⑪ 各種報告様式（任意様式） 

※ 実績報告書（年報、月報、日報）及びトラブル発生時の事故報告書等。 

⑫ 見積書（様式６） 

Ⅰ．令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

Ⅱ．令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 

Ⅲ．令和９年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

※ 上記ⅠからⅢまでの委託費について別々に見積もること。なお、提出する金額につ

いては、納付案内センター業務（架電）と納付案内センター業務（訪問）及び補助

事務業務の内訳を記載すること。 

⑬ 参加資格確認書（様式７） 

⑭ 探偵業届出証明書の写し又は調査業務の実績がわかるもの 

（２）提出部数 
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上記の（１）①～⑧、⑩～⑭は１部、⑨は正本１部、副本７部 

（３）提出方法 

持込みに限る。 

※ 遅延の場合は原因の如何を問わず未提出となり、本区はその責任を一切負わない。 

※ 持込み時に提出書類の内容について確認を行う場合がある。 

（４）提 出 先 

〒１３５-８３８３ 江東区東陽四丁目１１番２８号 

江東区役所５階７番窓口 区民部 納税課 収納推進係 【担当】永橋・川崎 

※ 予め電話で提出日時を連絡のうえ、持参すること。 

   区民部 納税課 収納推進係 直通電話番号  ０３－３６４７－２０６３ 

（５）受付時間 

午前９時から午後４時までとし、平日正午から午後１時及び土日・祝日を除く。 

（６）提出期限 

令和７年１月２１日（火）午後４時 

 

１３ 企画提案書作成における留意事項 

（１）内容案は１者につき１案とする。詳細は別紙４『企画提案に対する評価基準』を参照

し、提案ポイント（評価基準）に沿って具体的かつ的確に記載し、分かりやすくまとめ

ること。 

（２）表紙は様式３（正本）及び様式４（副本）を使用し、正本にのみ会社名を記入するこ

と。 

（３）用紙はＡ４版縦型（横書き）で作成し、両面印刷とすること。但し、図表等表現の都合

上、用紙および記述の方法を一部変更することは差し支えない。 

（４）ページ数は２５ページ以内とし、ページ番号を付すこと。（表紙は除く） 

（５）文章の文字サイズは１１ポイント以上、イラスト・イメージ図等の注釈等は８ポイン

ト以上程度とし、判読できるものとすること。 

（６）Ａ４版縦型ファイルに左止めで綴ること。 

（７）企画提案書（表紙を除く）及びＡ４版縦型ファイルには、事業者名が特定できる表現

及びロゴマークなどを記載しないこと。もしくは、当該箇所にマスキングをすること。 

（８）企画提案書において使用する言語及び通貨は、商標及び固有名称を除き、日本語及び

日本国通貨に限るものとし、使用する通貨は「円」とすること。 

 

１４ 選定方法 

 江東区区税等収納関連事業委託事業者選定委員会（以下、「委員会」という。）において、企

画提案書等及びプレゼンテーション、ヒアリングの内容を審査し、受託候補者の選定を行う。 

（１）評価基準 

   別紙４『企画提案に対する評価基準』の通り。 

（２）第一次審査（書類審査） 

提出された企画提案書等により採点を行い、得点が高い事業者から順に３事業者程度
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を第二次審査対象者として選定する。但し、第一次審査の得点が６０％に達しない場合

は第二次審査対象者として選定しない。また、同点数の者が複数の場合、見積書（様式

６）の金額が安価なものを上位者とする。 

第一次審査の結果は、令和７年２月３日（月）（予定）までに、参加事業者全社あてに

メールにて通知する。電話等による問合せには応じない。 

（３）第二次審査（プレゼンテーション） 

① 日時 ： 令和７年２月１０日（月）（予定） 

② 場所 ： 江東区役所（詳細は第一次審査の結果と併せて通知） 

③ 説明時間 ： １者あたり３０分（説明２０分、質疑応答１０分）程度 

④ 参加人数 ： ３名まで。（受託した際に携わる担当者が 1 名以上参加すること。） 

⑤ ＰＣを用いた説明 ： 企画提案書の内容に関する説明には、パワーポイント等パソ 

コンの利用は可であるが、使用するパソコンは提案者が用意

すること。スクリーン及びプロジェクターは本区が用意する。 

（４）審査結果 

令和７年２月１４日（金）（予定）までに、第二次審査参加事業者全社あてに郵送とメ

ールにて通知する。電話等による問合せには応じない。 

 

１５ 受託候補者の選定 

第一次審査及び第二次審査の得点の合計点数が最も高い事業者を、令和７年４月１日から

の受託候補者として選定する。その企画提案書を参考に協議を行い、協議が調った場合に、

委託上限金額の範囲内で契約を締結するものとする。なお、最高点の事業者が複数の場合は、

見積書（様式６）の金額が最も安価な事業者を、契約の相手方の候補者として選定する。金

額も同額の場合は、第二次審査の評価点が高い事業者を候補者として選定する。また、全者

において適切な提案がない場合（総合点が著しく低い場合等）は、候補者を選定しない場合

がある。 

 

１６ 選定結果の公表 

 受託候補者を選定し、契約締結後、速やかに下記項目について江東区ホームページ

（https://www.city.koto.lg.jp/060606/kurashi/zekin/nofu/20190117.html）において選定

結果を公表するとともに、担当課において閲覧に供するものとする。 

【公表事項】 

（１）選定事業者の名称、総合点及び選定理由 

（２）（１）以外の参加者の名称及び総合点 

※ （１）以外の参加者の名称は、ＡＢＣ表記とし、総合点は点数順で表記する。 

※  参加者が２者の場合、次点者の得点は公表しない。 
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１７ 主なスケジュール（予定） 

 

１８ 応募を無効とする場合に関する事項 

次のいずれかに該当する場合は応募を無効とする。 

（１） 提出書類に虚偽記載が判明した場合。 

（２） 参加資格要件を満たさない又は満たさなくなった場合。 

（３） 審査の透明性・公平性を害する行為が判明した場合。 

（４） 見積金額が今回の委託上限金額を超えている場合。 

（５） 第二次審査対象事業者に選ばれた事業者が、第二次審査所定の日時・場所に欠席した

場合。 

（６） 前各号に定めるもののほか、提案にあたり著しく信義に反する行為が判明した場合。 

 

１９ その他留意事項 

（１） 提出された書類は、一切返却しない。また、提出された企画提案書については、本プ

ロポーザルにおける契約の相手方の候補者選定以外の目的では使用しない。但し、公

文書開示請求があった場合は、開示対象になることがある。 

（２） 本提案に要する一切の費用は、提案者の負担とする。 

（３） 提出書類については、提出した後の差替え、訂正又は再提出は認めない。ただし、区

から指示があった場合を除く。 

（４） 企画提案書等を提出した後、区が必要と認める場合は、追加書類の提出を求めること

ができる。 

（５） 電子メール等の通信事故には、本区はいかなる責任も負わない。 

（６） 提出された書類は、江東区情報公開条例に基づく開示請求があった場合には、対象公

文書として原則開示する。（但し、区が同条例に規定する非開示情報に該当すると判断

したものを除く） 

（７） 参加表明書の提出後に辞退する場合又は選定された候補者が特別な事情等により契

約を締結しない場合は、速やかに担当部署へ連絡し、辞退届（様式９）を提出するこ

と。なお、後者の場合は、次順位者を候補者とする。 

（８） 受託候補者に選定された事業者は、業務開始日に速やかに業務が開始できるよう、本

区と調整のうえスケジュールを作成すること。なお、契約期間以前に準備業務委託契

内  容 日  時 

実施要領の公表 令和６年１２月１８日（水） 

質問書の受付期限 令和７年１月８日（水）午後５時まで 

質問に対する回答 令和７年１月１５日（水） 

企画提案書等提出期限 令和７年１月２１日（火）午後４時まで 

第一次審査（書類審査）結果通知 令和７年２月３日（月） 

第二次審査（プレゼンテーション） 令和７年２月１０日（月） 

最終結果通知 令和７年２月１４日（金） 
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約は締結しない。 

（９） 『「江東区納税課 納付案内等業務委託」公募型プロポーザル実施要領』のホームペー

ジへの掲載については、令和７年１月２１日（火）までとする。 

 

２０ 担当部署 

〒１３５－８３８３ 江東区東陽四丁目１１番２８号 

江東区役所５階７番窓口 区民部 納税課 収納推進係 【担当】永橋・川崎 

【ＴＥＬ】０３－３６４７－２０６３(直通) 【ＦＡＸ】０３－３６４７－８６４６ 

【メールアドレス】shunou-k@city.koto.lg.jp 

 


